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本研究は，交差点狭窄及び狭窄ハンプに着目し，速度抑制・利用者意識等の観点から，効果の持続性に

ついて検証することを目的とする．研究では現地観測による走行速度・交通量調査，アンケート調査によ

り対策効果の分析を行った．その結果，交差点狭窄と狭窄ハンプについて，速度抑制効果や住民意識への

効果の持続性が確認された．また，これらとあわせてプローブデータの活用を試みたところ，速度低下が

継続的なものであること等を確認することができた． 
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1. はじめに 

 

(1) 背景と目的 

生活道路の交通安全には，速度低減策であるハンプや

狭窄などの設置が効果的である．平成28年3月には「凸

部，狭窄部及び屈曲部の設置に関する技術基準」が発出

される等，これらの対策の普及に向けた取組が進められ

ているところである．今後より一層の普及を推進してい

くためには，対策の確かな効果を示していくことが重要

である． 

しかしながら，生活道路の交通安全対策の効果検証は

社会実験等の短期的なものは多いものの，効果の持続性

については例が少なく十分な検証が行われているとは言

えない．  

本研究は，交差点狭窄及びハンプの効果の持続性につ

いて分析を行うことで，対策をより効果的に活用してい

くための知見を得ることを目的とする． 

 

 (2) 既往研究と本研究の位置づけ 

対策効果の持続性に関する研究は，ハンプの長期的有

効性に着目したもの，速度抑制効果に着目したもの，及

び段階的な整備に伴う効果の変化に着目したものがある． 

長期的有効性に着目したものでは，鎌田ら1)がサイン

形状ハンプが恒久設置されてから10年ほど経過した場所

で，速度，振動・騒音の調査を行い，現在も速度が

30km/hを下回っており，かつ騒音・振動も問題がないこ

とを確認している．速度抑制効果に着目したものでは，

吉田ら2)が連続的に交差点ハンプが設置されたルートで，

対策前・対策直後・2ヶ月後・3年後の調査結果から，速

度抑制効果の持続性を確認している．段階的な整備に伴

う効果の変化に着目したものでは，渡辺ら3)が連続的な

狭窄の設置等の対策について，段階的に調査を実施し，

対策直後からはやや速度が上昇傾向にあるものの，効果

は継続しており，意識調査でも速度が低下していると感

じる住民が増えていることを確認している． 

以上のように，効果の持続性を確認した例はあるもの

の，未だ実例が少なくデバイスの種類も限定的である． 

本研究では，過去に実施された通学路の交通安全対策

効果の事後分析を行い，効果の持続性を検証する． 

また，効果計測手法は，現状では人手観測やビデオ観

測を用いた方法が主流であるが，活用が可能になりつつ

あるETC2.0プローブ情報や民間プローブデータなどビッ

グデータによる効果計測も試みる． 
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3. 方法 

 

(1) 調査分析の概要 

本研究は図-1に示す交差点狭窄と狭窄ハンプ（狭窄と

組合せたハンプ）を対象に，走行速度調査，交通量調査

及び利用者意識調査を実施し，対策効果の分析を行った．  

交差点狭窄と狭窄ハンプは，国道と県道に囲まれたエ

リアを対象としたつくば市による小学校通学路交通安全

対策の中で実施された対策の一つであり，その他にも道

路中央部を盛り上げたスリムハンプやスムース横断歩道

等がエリア内に設置された．これら対策の3ヶ月前には

ゾーン30にも指定されている．なお，これらの対策直後

の効果は確認済みである4)． 

対象となる生活道路は，大型車混入率が2%程度で，

国道と県道の行き来や付近にある大規模な病院を発着地

とする乗用車の利用が中心である． 

 

(2) 対策内容 

交差点狭窄は，車の進入速度の抑制や車と歩行者の接

触を防ぐことを目的として，県道から市道へ左折する部

分にゴム製ポールを設置し，物理的に入口部を狭くした

対策が実施された（図-2）． 

狭窄ハンプは，主に自動車の速度低減を目的として設

置され，ポールの設置により車道幅員を狭める狭窄部と

高さ7cmの台形ハンプが組み合わせられている（図-3）．

また，狭窄ハンプ設置とあわせて片側に路側帯の設置と

カラー化も行われている．狭窄部の車道幅員は3.5mであ

る．ハンプの平坦部の延長は2m，傾斜部は勾配5%・延

長1.4mで，前後の道路及び平坦部と滑らかにすり付けら

れている．  

 

(3) 調査方法 

a) 走行速度・交通量調査 

調査は表-1に示す通り，対策実施前に2回と，対策後

約1ヶ月経過時点及び約10ヶ月経過時点の計4回をビデオ

観測により実施した． 

走行速度調査は7:30～8:30の計1時間，交通量調査は

7:00～12:00の計5時間について観測を行った．分析は図-1

に示す観測方向について実施した． 

b) 利用者意識調査 

対策後約1ヶ月及び約1年経過時にアンケート調査を実

施した．アンケートは，地域内の通学路交通安全対策に

関するものであり，歩行者及びドライバーの視点からの

質問に選択式で回答を行う方法とした．アンケートは，

沿道地域へのポスティングにより各回300部配布し，回

収は郵送により行った．2回のアンケートは概ね同じエ

リアに配布した． 

交差点狭窄

狭窄ハンプ200

路側帯の設置
・カラー化

408

対象区間
L=約220m

小学校

病院
0 100 200m

背景の出典：国土地理院地図

観測方向

 

図-1 対象区間位置図 

 

図-2 交差点狭窄 
（ハンプ前後区間）

（ハンプ設置箇所）

 
図-3 狭窄ハンプ 

表-1 調査時期 

調査時期 対策等の経過内容

対策前 H26.12(水) ―

対策前 H27.2(火) ―

対策後 H27.5(火) 対策後約1ヶ月経過

対策後 H28.1(木) 対策後約10ヶ月経過  

20代 (5%) 20代 (4%)

30代 (19%) 30代 (15%)

40代 (19%)
40代 (19%)

50代 (16%) 50代 (21%)

60代 (19%) 60代 (21%)

70以上 (22%) 70以上 (17%)

無回答 (2%)
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対策後

約1ヶ月

対策後

約1年

男性 31
男性 20

女性 32

女性 28

無回答 0

無回答 4

計63

計52

0

20

40

60

80

対策後

約1ヶ月

対策後

約1年

回
答
者
数
（
人
）

アンケート回答者数 回答者の年齢構成

 

図-4 アンケート回答者の属性 

 

アンケート回答者の総数は，対策後約1ヶ月経過時点

の調査が63名（回収率21%），対策後約1年経過時点の

調査が52名（回収率17%）であった． 

図-4は回答者の年齢構成を示しており，2回の調査で

大きな違いはない． 
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c) プローブ情報の活用 

走行速度や意識調査の結果に加え，ETC2.0プローブ情

報及び民間プローブデータを使用し分析を行った． 

ETC2.0プローブ情報は，市販のETC2.0対応車載器を搭

載した車両が高速道路や直轄国道上の路側器を通過する

ことで収集されるプローブデータであり，走行する車両

の位置情報や時刻などの情報が含まれている．本研究で

は，車両の位置（緯度経度），時刻，速度等が分かる走

行履歴データを使用した．走行履歴データは，一定距離

（100mあるいは200m）走行した場合，進行方向が変化

した場合，あるいは挙動履歴が蓄積された場合毎に蓄積

される点群データである． 

今回のケースではサンプル数を確保するため，平休

別・時間帯別等の区分は行わずに，対策前を平成27年2

月～3月，対策後（0～6ヶ月）を平成27年5月～9月，対

策後（7～12ヶ月）を平成27年10月～平成28年3月の分析

期間とした．地域内の対策は主に平成27年3月末に実施

された． 

民間プローブデータは，DRM基本道路リンク単位の

旅行時間データを使用した．このデータはリンクを通過

した車の件数と平均旅行時間（秒単位）が15分ごとに集

計されている．ここでは交差点狭窄と狭窄ハンプが設置

されている対象区間（図-1参照）の分析を行った．  

プローブ情報の活用では，使用できたデータのサンプ

ルが少ないため，現地での速度調査や意識調査の結果を

踏まえながら考察を行った． 

 

3. 結果と考察 

 

(1) 交差点狭窄 

a) 走行速度 

対向車・歩行者等の影響を受けていない車両を対象に，

図-5の矢印の位置を通過する速度を計測した．図-6に平

均速度と速度構成を示す． 

平均速度は対策後に低下し，対策後約10ヶ月時点でも

維持されている．速度20km/h未満の車両の割合は対策後

に増加し，対策後約10ヶ月時点ではさらに増加している．

これらのことから，交差点狭窄の速度抑制効果が持続し

ていることが分かった．また，対策後約10ヶ月経過時点

でさらに低速度の割合が増加していることから，時間が

経過するに従い効果が浸透した可能性も考えられる． 

b) 交通量 

交差点狭窄を通過する県道から生活道路への左折交通

量を図-7に示す． 

対策前後で交通量の変化の傾向は確認できなかった． 

c) 意識調査結果 

意識調査による走行速度の評価を図-8に示す． 

左折時に「速度を落としている」回答が41%から64%

に増加しており，あわせて対策直後と比べて速度を「さ

らに落とすようになった」回答が約4割いることが確認

された．車との接触の危険性についての評価を図-9に示

す．危険性が低下していると「思わない」回答が13%か

ら20%に増加したが，一方で低下していると「思う」回

答も31%から40%に増加した．また，対策直後と比べて

車との接触の危険性が「さらに下がった」と「上がっ

た」回答はどちらも2割程度であった． 

交差点
狭さく

速度計測

 
図-5 走行速度の計測位置 
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図-6 交差点狭窄設置前後の平均速度と速度構成 
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図-7 県道から生活道路への左折交通量 
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図-8 左折時の速度に関する意識調査結果 
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図-9 車との接触の危険性に関する意識調査結果 
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これらのことから，住民の意識では概ね効果が持続し

ていることが考えられる．運転者の速度の意識について

は，対策1年後に「速度を落としている」とする回答が

増加し，対策直後と比べても「落とすようになった」と

する回答が約4割見られたことから，時間をかけて効果

が浸透している可能性が考えられる．車との接触の危険

性については，対策直後から危険性が低下していると

「思わない」回答が増えたことから，対策への慣れが生

じた可能性が考えられる． 

 

(2) 狭窄ハンプ 

a) 走行速度 

狭窄ハンプと前後各20mを含む区間の平均速度と速度

構成を図-10，図-11に示す．図-10は7:30～8:30の全車両を

対象としており，図-11はそのうち対向車や歩行者等の

影響を受けず単独で走行した車両のみを対象としている． 

全車両を対象とした結果では，平均速度は対策後に低

下し，対策後10ヶ月経過時点でも概ね維持されている．

速度30km/h未満の割合は対策後に増加し，対策後10ヶ月

経過時点では，対策前に比べて高いものの，対策後約1

ヶ月経過時点と比べるとやや減少している． 

単独車両のみを対象とした結果では，平均速度は対策

後に低下したものの，対策後10ヶ月経過時点では対策前

の速度に近づいている．速度30km/h未満の割合は対策後

に増加したものの，対策後約10ヶ月経過時点では，対策

後約1ヶ月経過時点と比べると減少している． 

このように，全車両を対象にした結果では，対策後時

間が経過しても高速度の割合が変化していないことから，

対向車や歩行者がいる交通状態において，狭窄ハンプの

速度抑制効果は概ね持続していることが考えられた．一

方で，対向車等の影響を受けない単独車両のみでみると，

やや効果が弱まっていることが考えられた．これは対策

1年後の意識調査で「ハンプは見た目ほど高くなく，ス

ピードを落とさなくなった車も多い」といった意見が挙

げられていること等から，高さ7cmハンプに対するドラ

イバーの慣れが生じた可能性が考えられる． 

b) 交通量 

交差点狭窄区間と同様に交通量に変化は見られなった． 

c) 意識調査結果 

狭窄ハンプ設置箇所で速度を落として運転しているか

についての評価を図-12に示す．速度を「落としてい

る」回答が53%から73%に増加しており，あわせて対策

直後と比べて「さらに落とすようになった」回答が約5

割いることが確認された． 

注意喚起に関する評価を図-13に示す．「注意喚起さ

れている」回答は対策後10ヶ月経過時点で微増しており，

「さらに注意喚起されるようになった」回答は約4割と

なっている． 

以上から，対策実施から1年経過しても，住民の意識

では効果が持続していることが分かった．また，対策直

後よりも対策後1年経過時点の評価が良くなっているこ

とから，時間をかけて効果が浸透している可能性が考え

られる． 
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図-10 狭窄ハンプ設置前後の平均速度と速度構成（全車両） 
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図-11 狭窄ハンプ設置前後の平均速度と速度構成 

（単独車両） 
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(3) プローブ情報の活用 

プローブ情報を活用し，現地での走行速度調査やアン

ケート調査との比較可能性の観点から，a)～c)の分析を

行うこととした． 

a) 地点速度 

ETC2.0プローブ情報を使用し，対策前後の走行速度の

経過について確認を行った． 

交差点狭窄部について，県道から生活道路への左折時

（方向変化時）の速度を比較した結果を図-14に示す．

対策後に速度20km/h未満の割合が増加し，7～12ヶ月後

にさらに増加している．これは現地調査結果と同様の傾

向になっている． 

次に対象区間について，区間内に分布している地点速

度データを期間別に図化したものを図-15に示す．サン

プルが少ない対策前では，データの分布位置に偏りがあ

り，狭窄ハンプ設置付近の速度が把握できなかったが，

サンプルが増えることで，対策後は区間内にデータが広

がり，狭窄ハンプ付近で速度が低い状況が確認された．  

以上から，ETC2.0プローブ情報による対策前後の速度

分析は，交差点狭窄の方向変化時の分析のようにデータ

の取得が可能な対策地点に着目した比較や，区間内の速

度の分布状況の比較などで，活用が有効であることが考

えられた．一方で，今回のケースのようにサンプルが少

ない区間でハンプ等を設置した場合，対策前後でデータ

の分布位置の偏りが影響するため，前後比較の評価に利

用するには留意が必要と考えられた． 

b) 旅行速度 

民間プローブデータを使用し，平日昼間12時間（7:00

～19:00）について図-16に示す区間の旅行速度（南向

き）を月別に集計した．結果を図-16に示す． 

サンプル数は1ヶ月あたり102～187台であった．現地

調査結果と同様に，対策後に速度が低下している傾向が

確認された．また，月別みても対策後の速度が低下した

状況が続いていることから，速度低下が継続的なもので

あることが考えられる． 

c) 所要時間 

ETC2.0プローブ情報を用いて所要時間の分析を行った． 

分析した生活道路と幹線道路のルートを図-17に示す．

地図中の延長はA,B間の各ルートの延長を表している． 

A,B間の所要時間を図-18に示す．所要時間はA,B付近

にある軌跡点のGPS時刻の差分により各車両の所要時間

（所要時間①）を求めた後，ルート延長を合わせるため，

地点A,Bを超えた分（もしくは延長が足りない分）の時

間を，その延長を軌跡点の速度で除して算出し，所要時

間①から減じて（もしくは加算して）算出した．今回の

分析では，対策前後で通過時間の変化は確認されなかっ

た． 
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図-14 交差点狭窄部の地点の走行速度の比較 
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図-15 対策区間内に分布する走行速度の割合 
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図-16 平日昼間12時間の旅行速度の月別推移 
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図-17 所要時間算出ルート 
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図-18 A,B間の各ルートの所要時間 
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4. 結論 

 

これまで短期的な検証が多かった生活道路の交通安全

対策の効果分析に対し，本研究では効果の持続性に着目

し，狭窄ハンプ及び交差点狭窄の効果分析を行った． 

その結果，以下のことが分かった．  

 交差点狭窄及び狭窄ハンプ設置箇所では，対策

後に速度が低下しており，10ヶ月経過後も概ね

速度抑制効果は持続している． 

 住民の意識においても，対策後1年経過後も概ね

の効果は持続している．  

 対策1年後の意識調査結果では，対策直後に比べ

て「さらに速度を落とすようになった」など利

用者の意識への効果が強まっているケースも多

い． 

 狭窄ハンプについて，対向車等の影響のない車

両のみの速度をみると，対策後約10ヶ月経過時

点の速度30km/h未満の割合は，対策前よりも増

加しているものの，対策直後と比べると減少し

ている． 

以上より，交差点狭窄と狭窄ハンプについて，速度抑

制及び住民意識の観点から効果の持続性があることを示

した．また，対策後1年後に一部効果が高まった結果が

みられたことから，利用者意識においては時間をかけて

効果が浸透している可能性も考えられる．一方で，時間

が経過した狭窄ハンプで，対策直後に比べ速度抑制効果

が弱まった可能性があることが分かった．この要因とし

て，高さ7cmハンプへの慣れが影響した可能性が考えら

れる．ハンプ高さと効果持続性の関係についてもさらに

検討する必要がある． 

また，効果分析にETC2.0プローブ情報と民間プローブ

データの活用を試みた．速度調査や意識調査とあわせて

分析した結果，速度低下が継続的なものであることが確

認できた．これらのことから，これまで主流であった人

手観測やビデオ観測は一時点の結果であったが，ビッグ

データを活用することで継続的な交通状況，効果持続性

の把握が容易になることが考えられた．サンプル数やデ

ータの特性を踏まえながら，目的に応じて効果計測の手

法を選択することが重要であるため，今後も各種データ

の活用について検討していく必要がある． 
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